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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第112期

第３四半期
連結累計期間

第113期
第３四半期
連結累計期間

第112期

会計期間

自　2020年
　　　４月１日
至　2020年

　　　12月31日

自　2021年
　　　４月１日
至　2021年

　　　12月31日

自　2020年
　　　４月１日
至　2021年

　　　３月31日

営業収入 (千円) 9,999,436 11,006,854 13,383,348

経常利益 (千円) 1,033,140 1,174,051 1,313,571

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 585,572 840,660 745,513

四半期包括利益又は包
括利益

(千円) 692,238 787,381 844,312

純資産額 (千円) 18,738,825 19,500,399 18,890,899

総資産額 (千円) 31,591,566 32,843,281 31,621,975

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 117.60 168.83 149.72

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 59.3 59.4 59.7
 

 

回次
第112期

第３四半期
連結会計期間

第113期
第３四半期
連結会計期間

会計期間

自 2020年
　　 10月１日
至 2020年

　　 12月31日

自 2021年
　　 10月１日
至 2021年

　　 12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 45.53 50.76
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

し　　　　　 　　　　　　　　　　　　　 　　　　

　 ておりません。

　 ２　営業収入には、消費税等は含まれておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりま

せん。

４　「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号　2020年３月31日)等を第１四半期連結会計期間の期首

から適用しており、当第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等につ

いては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の連結子会社)が営んでいる事業の内容に重要な

変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 
(1)経営成績及び財政状態の状況             

当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中で、2021

年９月末、政府により「緊急事態宣言」が解除された以降、感染拡大が終息する傾向が見られましたが、新種株の

出現を含む感染再拡大の懸念から経済情勢の先行きは不透明感を拭いきれない状況を継続しております。今後、新

型コロナウイルス感染症の動静等により経済活動の制限や抑制が続く場合は、実質的な経済の維持・伸長は望め

ず、同時に雇用・所得環境の悪化から個人消費や設備投資減退への影響も続くものと思われ、経済環境の回復は長

期にわたり困難であると考えざるを得ない様相となっております。

物流業界におきましては、新型コロナウイルス感染症の世界的な影響が長引く中、半導体の不足などによる製造

業の生産活動停滞をはじめ、感染者拡大や医療体制及び行政対応の推移から政府による「緊急事態宣言・まん延防

止等重点措置」の発令・適用が繰り返される場合は、行動制限による個人消費の減少、これに端を発した全体的な

輸送需要の停滞など、これまでにも増す厳しい状況を迎える可能性があると思われます。

　　　一方、企業においてはテレワークの定着、巣ごもり需要を背景にＥＣ市場の商品販売やサービスの充実により増

　 産基調を継続していますが、輸送の小口化によるトラックの分散化と積載率の低下、待機時間によるドライバー拘

   束時間の長期化、ドライバー不足に合わせ、原油価格の高騰等が、物流業界では厳しい経営環境を継続している要

   因となっております。

このような経営環境の下で当社グループは、お客様の立場に立ったより良い物流サービスを提案、提供し、既存

顧客との取引拡大と新規顧客の開拓を積極的に推進するとともに、コスト削減のため輸送の効率化と経費節減にも

積極的に取組んでまいりました。

この結果、当第３四半期連結累計期間の経営成績、財政状態は以下のとおりとなりました。

 

①経営成績

当第３四半期連結累計期間の営業収入は11,006百万円(前年同四半期比10.1％増)となり、営業利益は1,160百万円

(前年同四半期比14.0％増)、経常利益は1,174百万円(前年同四半期比13.6％増)、親会社株主に帰属する四半期純利

益は840百万円(前年同四半期比43.6％増)となりました。

当社グループは人件費の上昇等による経費増加が続く厳しい環境下においても継続した安定収益を確保できる財

政基盤の強化に努めております。その成果として、毎年、着実に財政基盤の強化が図られております。

 

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

 

貨物自動車運送事業

　貨物自動車運送事業については、輸送業務の取り扱い堅調に推移したことにより、営業収入は4,187百万円、前年

同四半期比279百万円、7.2％の増収となり、セグメント利益（営業利益）は320百万円、前年同四半期比46百万円、

17.1％の増益となりました。

 
 

倉庫事業

　倉庫事業については、一部倉庫稼働率が低下したことなどから、営業収入は2,570百万円、前年同四半期比△26百
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万円、△1.0％の減収となりましたが、セグメント利益（営業利益）は782百万円、前年同四半期比65百万円、9.1％

の増益となりました。

 

 

附帯事業

　附帯事業については、一部自動車整備関連が回復したことなどにより、営業収入は2,665百万円、前年同四半期比

43百万円、1.7％の増収となりましたが、セグメント利益（営業利益）は29百万円、前年同四半期比△13百万円、△

32.1％の減益となりました。

 

不動産事業

　不動産事業については、一部賃貸物件稼働率が回復したことなどにより、営業収入は719百万円、前年同四半期比

7百万円、1.0％の増収となり、セグメント利益（営業利益）は457百万円、前年同四半期比3百万円、0.7％の増益と

なりました。

 
建設事業

　建設事業については、完成高が減少したことなどにより、営業収入は1,633百万円、前年同四半期比△213百万

円、△11.5％の減収となりましたが、セグメント利益（営業利益）は202百万円、前年同四半期79百万円、64.3％の

増益となりました。

 
その他

　その他事業については、旅客自動車運送事業が新型コロナウイルス感染症の影響による稼働が落ち込みが回復し

てきており、営業収入は243百万円、前年同四半期比24百万円、11.2％の増収となり、10百万円のセグメント損失

（営業損失）(前年同四半期は29百万円の営業損失)となりました。

　

 

当社グループは貨物自動車運送事業を中心に倉庫事業、附帯事業を一括して行うトータルロジスティクス事業の

拡大による経営体質の強化を目指しております。その具体的数値として、社有車輸送事業作業利益率20％以上、倉

庫作業収入に対する作業人件費比率70％以下、附帯作業利益率18％以上という数値を目標に掲げており、このこと

により、その効果が徐々に成果として表れてきております。

 

 

②財政状態

流動資産

流動資産は、前連結会計年度末に比べて14.2％増加し、6,357百万円となりました。これは、現金及び預金が

456百万円増加したことなどが要因であります。

 

固定資産

固定資産は、前連結会計年度末に比べて1.7％増加し、26,485百万円となりました。これは、新物流倉庫の取得

により倉庫建物が1,280百万円増加したことと、建設仮勘定及び資産減価償却による減少などが要因であります。

 

流動負債 

流動負債は、前連結会計年度末に比べて16.7％減少し、4,782百万円となりました。これは、その他流動負債の

未払金が407百万円、前受金が261百万円減少したことなどが要因であります。

 

固定負債

固定負債は、前連結会計年度末に比べて22.4％増加し、8,560百万円となりました。これは、長期借入金が

1,710百万円増加したことなどが要因であります。

 

 

純資産
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この結果、純資産は前連結会計年度末に比べて609百万円増加し、19,500百万円となりました。主に親会社株主

に帰属する四半期純利益が剰余金に計上されたためであります。

 

 

 ③経営者の問題認識と今後の方針について

今後の経済情勢につきましては、新型コロナウイルス感染症が国内外の経済活動に大きく影響することが長期化

すると思われ、政府・地方自治体等による様々な対策が実施される中にあっても不確実性は高く、経済情勢の先行

きは非常に厳しい環境が続くものと思われます。

　　　このため、新型コロナウイルス感染症の影響が続くこうした環境下において、個人消費やお客様企業の動向や原

　　油価格の高止まりなどにより、現時点で当社業績に与える影響は予測が難しい一方、お客様需要に確実にお応えし

　　ながらマイナス影響を最小限に止めるために、新型コロナウイルス感染症の感染・拡散防止対策の徹底により従業

　　員の家族の安心・安全を確保し、事業継続に向けた体制整備に取り組んでまいります。

また、原油価格の動向が経営成績に大きな影響を与えると認識しており、引続き注視をしてまいります。さら

に、近年は異常気象や自然災害の頻発など地球温暖化に起因する環境問題が深刻な課題となっております。この課

題に対し当社グループは、ＣО２排出量の削減、リサイクル推進による廃棄物の削減、環境関連法令の遵守により

環境問題に取り組んでまいります。

2021年度は、お客様との信頼関係を構築し、より高品質なサービスの提供と新たなる改善提案能力を積極的に発

揮するため、「自ら考え行動する」を全社経営行動指針とし、「事業拡大」、「収益化構造の構築」、「人材育成

と採用」、「働き方改革の実現」、「安全衛生の推進強化」、「社会貢献」を基本方針として掲げ、実行してまい

ります。

当社グループは、徹底した経営の効率化を図りながらお客様のニーズに応えるべく顧客への密なる情報の提供を

積極的に行い、輸送の効率化を図るよう努力してまいります。さらに、環境問題を始めとする様々な社会問題に取

り組む総合物流企業として、安定収益を確保できる企業体質を構築するために、次の課題に取り組んでまいりま

す。

 
　①事業拡大　　

　　　　　トータルロジスティクス事業におけるワンストップサービスの拡販、輸出入貨物物流事業の開発、オートモ

　 　　ーティブ事業及び警備事業の拡大、営業開発体制の強化、ＤＸによる新物流サービスの開発・提供、グループ

　 　　各社とのシナジー効果の発揮に取り組んでまいります。

　 　②収益化構造の構築

　　　　　社有資産及び協力会社の有効且つ効果的運用、高品質・低コスト・安全を実現するサービスの提供、デジタ

　 　　ル化推進による顧客満足度の向上、コンプライアンスを念頭に業務運営力(現場力)の向上、生産性・稼働率の

　 　　向上と変動費の徹底管理に取り組んでまいります。

　 　③人材育成と採用　

　　　　　自ら主体的に考え、行動する自立型社員ならびに利益に直結した行動の出来る社員の採用と育成に取り組ん

　　　　でまいります。

　 ④働き方改革の実現

　　　　ワーク・ライフ・バランスを実現し、働き甲斐のある・働きやすい職場づくりに取り組んでまいります。

　　　⑤安全・衛生の推進化

　 　　　自動車事故・荷物事故・労災事故の撲滅、生活習慣病予防に向けた健康生活習慣の増進に取り組んでまいり

　 　　ます。

 
 
　　⑥社会貢献

　　　　 ＩＳО14001規格による業務運営をベースに、ＳＤＧｓ(持続可能な開発目標)への取り組みと脱炭素社会の実

　　　 現に向けたＣО２削減に取り組んでまいります。

 

 (2)事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。
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 (3)研究開発活動

特記すべき事項はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,000,000

計 20,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2021年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,000,000 5,000,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数は100株で
あります。

計 5,000,000 5,000,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2021年10月１日～
2021年12月31日

― 5,000,000 ― 538,500 ― 497,585
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2021年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

　普通株式 ― ―
20,600

完全議決権株式(その他)
　普通株式

49,768 ―
4,976,800

単元未満株式
　普通株式

― ―
2,600

発行済株式総数 5,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 49,768 ―
 

(注)　１ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株（議決権40個）

　　　　含まれております。

２　当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

　記載することができないことから、直前の基準日（2021年９月30日）に基づく株主名簿による記載をして

　おります。

 

② 【自己株式等】

2021年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
　　南総通運株式会社

千葉県東金市東金582番地 20,600 ― 20,600 0.41

計 ― 20,600 ― 20,600 0.41
 

 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2021年10月１日から2021年

12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2021年４月１日から2021年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 3,543,269 4,000,136

  受取手形及び営業未収金 1,747,941 -

  受取手形、売掛金及び契約資産 - 2,192,296

  その他 277,673 165,780

  貸倒引当金 △43 △484

  流動資産合計 5,568,842 6,357,729

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 6,883,541 8,164,069

   土地 15,657,886 15,658,846

   その他（純額） 2,206,520 1,529,706

   有形固定資産合計 24,747,947 25,352,622

  無形固定資産 150,794 119,376

  投資その他の資産   

   投資有価証券 540,664 465,044

   繰延税金資産 404,305 351,646

   その他 233,593 220,852

   貸倒引当金 △24,171 △23,991

   投資その他の資産合計 1,154,391 1,013,552

  固定資産合計 26,053,133 26,485,551

 資産合計 31,621,975 32,843,281

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び営業未払金 549,531 477,021

  短期借入金 2,183,010 1,986,700

  1年内返済予定の長期借入金 686,841 799,458

  未払法人税等 276,378 73,289

  賞与引当金 284,270 116,504

  その他 1,758,972 1,329,097

  流動負債合計 5,739,003 4,782,070

 固定負債   

  長期借入金 5,741,297 7,452,168

  役員退職慰労引当金 338,679 -

  退職給付に係る負債 338,177 359,564

  その他 573,919 749,078

  固定負債合計 6,992,073 8,560,811

 負債合計 12,731,076 13,342,881
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 538,500 538,500

  資本剰余金 497,585 497,585

  利益剰余金 17,613,996 18,276,776

  自己株式 △15,010 △15,010

  株主資本合計 18,635,072 19,297,852

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 255,799 202,527

  その他の包括利益累計額合計 255,799 202,527

 非支配株主持分 26 19

 純資産合計 18,890,899 19,500,399

負債純資産合計 31,621,975 32,843,281
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

営業収入 9,999,436 11,006,854

営業支出 8,386,666 9,202,776

営業総利益 1,612,769 1,804,077

一般管理費 595,200 643,717

営業利益 1,017,569 1,160,360

営業外収益   

 受取利息 90 69

 受取配当金 6,660 7,733

 保険配当金 3,182 3,436

 助成金収入 11,041 32,370

 車輌売却益 2,747 2,580

 受取和解金 18,000 -

 その他 10,366 12,582

 営業外収益合計 52,088 58,772

営業外費用   

 支払利息 34,499 42,285

 その他 2,017 2,795

 営業外費用合計 36,517 45,081

経常利益 1,033,140 1,174,051

特別損失   

 減損損失 ※  121,798 -

 特別損失合計 121,798 -

税金等調整前四半期純利益 911,342 1,174,051

法人税、住民税及び事業税 279,330 258,730

法人税等調整額 46,456 74,667

法人税等合計 325,786 333,397

四半期純利益 585,556 840,654

非支配株主に帰属する四半期純損失(△) △15 △6

親会社株主に帰属する四半期純利益 585,572 840,660
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

四半期純利益 585,556 840,654

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 106,681 △53,272

 その他の包括利益合計 106,681 △53,272

四半期包括利益 692,238 787,381

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 692,253 787,388

 非支配株主に係る四半期包括利益 △15 △6
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【注記事項】

(会計方針の変更)

　　(収益認識に関する会計基準等の適用)

　　「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。)等

　 を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又

  はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

　　 収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

　 り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連

  結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　　 また、建設事業については、進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準を、進捗

  率を見込むことができない工事については工事完成基準を適用しておりましたが、全ての工事について、履行義務

　 を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。また、履行義務の充足に係る

　 進捗率の見積り方法は、主として発生原価に基づくインプット法によっております。なお、進捗率を見積もること

  のできない工事契約については代替的な取扱いを適用し、原価回収基準で収益を認識しております。

 　　この結果、当第３四半期連結累計期間の建設事業における売上高は159,775千円減少し、売上原価も同額減少する

　 ため、当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響はなく、その他の事業については、損益に与える影響は軽微

　 であります。

　　 収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた

 「受取手形及び営業未収金」は、第１四半期連結会計期間より、「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示

　 することといたしました。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度

　 について新たな表示方法により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」(企業

　 会計基準第12号　2020年３月31日)第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第３四半期連結累計期間に係る

  顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

 
 (時価の算定に関する会計基準等の適用)

   「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。)

　 等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」(企

  業会計基準第10号　2019年７月４日)第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定基準等が定める新たな

　 会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありませ  

　　 　　　　

　 ん。

 
(追加情報)　

 (新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り)

   当社グループでは、固定資産の減損会計における会計上の見積りについて、四半期連結財務諸表作成時において

　入手可能な情報に基づき実施しております。新型コロナウイルス感染症による当社グループ事業への影響は、事業

　によってその影響や程度が異なるものの、各事業の実績に基づく一定の影響を加味して見積りを行っております。

 新型コロナウイルス感染症の今後の業績への影響等を含む仮定について、前連結会計年度末から重要な変更はあり

 ません。
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 (役員退職慰労引当金制度廃止に伴う打ち切り支給について)

   当社は従来、退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく要支給額を役員退職慰労引当金として計上しており

　当事業年度中の定時株主総会において、役員退職慰労引当金制度廃止に伴う打ち切り支給が決議されました。これ

　に伴い、「役員退職慰労引当金」を取り崩し、支給済分を除く、打ち切り支給額の未払金171,767千円については、

　固定負債の「その他」に含めて表示しております。

 

 
(四半期連結損益計算書関係)

※　前第３四半期連結累計期間(自　2020年４月１日　至　2020年12月31日)

　当社グループは、以下の資産について減損損失を計上いたしました。

用　途 場　所 種　類 金　額

事業用土地 千葉県東金市、他 土地 121,798千円
 

 
　(経緯)

　　市場価額が下落した土地について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失に計上いたしまし

た。

(グルーピングの方法)

 原則として支店、営業所別に区分し、賃貸用不動産及び遊休資産については、個々の物件を単位としております。

 (回収可能価額の算定方法等)

   回収可能価額は正味売却価額より測定しており、不動産鑑定評価基準等に基づいて合理的に算定しております。

 
　当第３四半期連結累計期間(自　2021年４月１日　至　2021年12月31日)

　　 該当事項はありません。

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

減価償却費 705,646千円 766,064千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自　2020年４月１日　至　2020年12月31日)

 

１　配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2020年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 224,073 45 2020年３月31日 2020年６月29日
 

 

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　 該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自　2021年４月１日　至　2021年12月31日)

 

１　配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2021年６月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 174,279 35 2021年３月31日 2021年６月28日
 

 

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　 該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年12月31日)

１．報告セグメントごとの営業収入及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 
報告セグメント

その他
（注）

合計
貨物自動車
運送事業

倉庫事業 附帯事業 不動産事業 建設事業 計

営業収入         

外部顧客への営業
収入

3,805,173 2,597,010 2,621,087 708,360 55,529 9,787,161 212,275 9,999,436

セグメント間の内
部営業収入又は振
替高

102,855 ― 1,047 4,005 1,790,843 1,898,750 6,593 1,905,344

計 3,908,029 2,597,010 2,622,134 712,365 1,846,372 11,685,912 218,869 11,904,781

セグメント利益
又は損失(△)
 

273,876 717,760 43,323 454,646 123,204 1,612,811 △29,150 1,583,661

 

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、旅客自動車運送事業、保険代理店業

を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

 （単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 1,612,811

「その他」の区分の損失 △29,150

セグメント間取引消去 △59,049

全社費用(注) △507,042

四半期連結損益計算書の営業利益 1,017,569
 

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

「その他」セグメントにおいて、市場価格が下落した土地について、帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減

少額を減損損失に計上いたしました。

回収可能額は正味売却価額により測定しており、不動産鑑定評価基準等に基づいて合理的に算定しております。

なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては121,798千円であります。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

１．報告セグメントごとの営業収入及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 
報告セグメント

その他
（注）

合計
貨物自動車
運送事業

倉庫事業 附帯事業 不動産事業 建設事業 計

営業収入         

顧客との契約から
生じる営業収入

4,177,438 2,570,484 2,662,300  640,531 10,050,754 240,410 10,291,165

その他の営業収入 ― ― ― 715,689 ― 715,689 ― 715,689

外部顧客への営業
収入

4,177,438 2,570,484 2,662,300 715,689 640,531 10,766,444 240,410 11,006,854

セグメント間の内
部営業収入又は振
替高

10,550 200 3,612 4,005 992,603 1,010,970 3,076 1,014,046

計 4,187,988 2,570,684 2,665,913 719,694 1,633,134 11,777,414 243,486 12,020,901

セグメント利益
又は損失(△)
 

320,600 782,960 29,407 457,903 202,423 1,793,295 △10,272 1,783,022

 

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、旅客自動車運送事業、保険代理店業

を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

 （単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 1,793,295

「その他」の区分の損失 △10,272

セグメント間取引消去 △81,493

全社費用(注) △541,169

四半期連結損益計算書の営業利益 1,160,360
 

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントの変更に関する事項

　　会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準を適用し、収益認識に関

する会計基準を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更しております。

　　当該変更により、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の「建設事業」の営業収入は159,775千円減

少、「附帯事業」の営業収入に与える影響は軽微であります。なお、「建設事業」についてはセグメント費用が同

額増加するため、セグメント利益に与える影響はなく、「附帯事業」については、セグメント利益に与える影響は

軽微であります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 117円60銭 168円83銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 585,572 840,660

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

585,572 840,660

普通株式の期中平均株式数(千株) 4,979 4,979
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2022年２月11日

南総通運株式会社

取締役会 御中

 

有限責任監査法人　トーマツ　

　　　　　　　東 京 事 務 所
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 吉　　原　　一　　貴  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 石　　田　　義　　浩  

 

 

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている南総通運株式会社

の2021年4月1日から2022年3月31日までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間（2021年10月1日から2021年12月31日ま

で）及び第3四半期連結累計期間（2021年4月1日から2021年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半

期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、南総通運株式会社及び連結子会社の2021年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第3四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要

な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レ

ビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期

連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明する

ことが求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の

作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単

独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 
 

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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